











































































































































































































































	表紙
	中表紙
	目次
	要旨
	1.　調査の背景・目的
	2.　社会・経済基礎情報
	2.1　人口
	2.2　経済指標
	2.3　物流と海上輸送
	2.3.1　ベトナムの貿易
	2.3.2　ベトナム港湾における海上コンテナ輸送の急増


	3.　港湾の現状
	4.　ベトナム北部における過去の港湾開発計画
	5.　需要予測
	6.　プロジェクトの必要性
	6.1　海上貨物量の増加
	6.2　世界コンテナ海運の傾向
	6.3　ベトナム海港体系開発マスタープラン

	7.　自然条件
	7.1　概要
	7.2　自然条件の概要
	7.3　本調査における自然条件調査

	8.　埋没シミュレーション
	8.1　ラクフェン航路の埋没
	8.2　埋没の将来予測

	9.　自然・社会環境の現状
	9.1　提案事業の環境社会配慮への概要とJBIC環境社会配慮ガイドラインの確認
	9.2　自然環境
	9.3　社会環境

	10.　タンブー-ラクフェン道路に係る既存調査のレビュー
	11.　中期港湾開発の規模
	11.1　コンテナターミナル
	11.1.1　対象船舶
	11.1.2　所要バース数およびバース諸元
	11.1.3　コンテナ荷役機械
	11.1.4　所要港湾施設用地

	11.2　多目的ターミナル
	11.2.1　対象船舶
	11.2.2　所用バース数およびバース諸元
	11.2.3　一般貨物用荷役機械
	11.2.4　多目的ターミナルの所要港湾施設用地

	11.3　航路
	11.3.1　必要レーン数
	11.3.2　航路幅
	11.3.3　航路水深
	11.3.4　浚渫航路の斜面勾配
	11.3.5　岸壁と航路間の距離

	11.4　ターミナル背後の道路および鉄道
	11.5　港湾防護施設
	11.5.1　外部護岸
	11.5.2　防砂堤


	12.　概念設計と積算
	12.1　概念設計
	12.1.1　航路の浚渫
	12.1.2　港湾施設設計のための自然条件
	12.1.3　埋立工
	12.1.4　岸壁工の設計
	12.1.5　舗装工
	12.1.6　防砂堤

	12.2　施工計画
	12.2.1　ターミナルヤードの埋立
	12.2.2　地盤改良工
	12.2.3　土留壁とコンテナターミナル桟橋の建設
	12.2.4　多目的ターミナル桟橋の建設

	12.3　事業費

	13.　中期開発計画に対する環境社会配慮の検討
	13.1　自然環境配慮
	13.2　社会環境配慮
	13.2.1　準備段階における社会環境影響


	14.　事業スコープ
	14.1　スコープの変更
	14.2　規模の変更
	14.3　追加スコープ
	14.4　公共セクターと民間セクターの事業分担
	14.5　事業スコープ

	15.　予備設計
	15.1　設計条件
	15.1.1　港湾施設

	15.2　予備設計
	15.2.1　港湾施設


	16.　施工計画・積算
	16.1　第1フェーズ(2015年)計画における施工計画
	16.1.1　航路浚渫
	16.1.2　浚渫土の土捨場
	16.1.3　セメント系深層混合処理工法(CDM)による地盤改良
	16.1.4　外郭施設　(防波堤、防砂堤)
	16.1.5　公共関連施設
	16.1.6　建設材料

	16.2　事業費積算
	16.2.1　積算範囲
	16.2.2　事業費積算の基本条件
	16.2.3　承認済みF/Sからの主要変更点
	16.2.4　事業費積算結果


	17.　事業実施計画
	17.1　実施スケジュール
	17.2　事業実施体制
	17.2.1　一般
	17.2.2　実施機関
	17.2.3　港湾部門の実行機関(MPMUⅡ)
	17.2.4　合同調整会議(JCC)
	17.2.5　事業実施の組織構造
	17.2.6　SPCの組織構造
	17.2.7　港湾インフラの運営・管理

	17.3　財務実施計画
	17.3.1　財務計画の基本的考え方
	17.3.2　円借款金額および年別支出
	17.3.3　年別国内予算手当て

	17.4　契約パッケージ

	18.　経済財務分析
	18.1　財務分析
	18.2　経済分析
	18.2.1　目的と方法
	18.2.2　経済分析の前提条件
	18.2.3　プロジェクト費用
	18.2.4　プロジェクトの便益
	18.2.5　経済的内部収益率(EIRR)


	19.　標準的運用効果指標
	20.　管理運営組織
	21.　官民のコラボレーション
	22.　推奨される環境社会配慮対応策
	22.1　自然環境
	22.2　社会環境影響

	23.　航行安全確保及び航行管制手法
	23.1　自然環境
	23.2　交通環境
	23.3　漁船の操業
	23.4　航行支援環境
	23.5　ラクフェン航路の機能要件
	23.6　課題

	24.　結論と提言
	24.1　需要予測および港湾開発規模
	24.2　2015年までに開発するコンテナバースNo.1及びNo.2
	24.3　航路
	24.4　公共関連施設
	24.5　実施スケジュール
	24.6　契約パッケージ
	24.7　港湾管理ユニット(PMU)
	24.8　詳細設計段階
	24.9　建設段階
	24.10　運営段階
	24.11　自然及び社会環境配慮
	24.11.1　自然環境
	24.11.2　社会環境



